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 平成29年から下請Ｇメン（取引調査員）を配置し、現在120名体制で年間4,000件超の下請
等中小企業を訪問して親事業者等との取引実態についてのヒアリングを実施。

 平成29年1月から令和3年３月まで、22,615件のヒアリングを実施。(※)
(※)令和2年4月以降は電話でもヒアリングを行い、22,615件中8,649件は電話によりヒアリングを実施。

下請中小企業ヒアリングの実施概要

業種別（最終取引上位業種により分類、下請事業者の判断による） 資本金別

地域別

業種 件数 割合 業種 件数 割合

自動車 5,017件 22.2％ 産業機械 3,809件 16.8％

電機・情報
通信機器 2,423件 10.7% 流通 777件 3.4%

建設機械 666件 2.9％ 繊維 652件 2.9%

情報サービス・
ソフトウェア 645件 2.9% 工作機械 606件 2.7%

素形材 210件 0.9％ 半導体製造
装置 414件 1.8%

航空宇宙 87件 0.4% その他の製造業 4,016件 17.8%

その他の
非製造業 2,610件 11.5% 不明等 683件 3.0%

資本金 件数 割合

1億円超 309件 1.4％
5000万円超～1億円以下 2,393件 10.6％
1000万円超～5000万円以下 8,963件 39.6％
1000万円以下 10,950件 48.4％

地域 件数 割合 地域 件数 割合

北海道 1,288件 5.7％ 中国 1,483件 6.6％
東北 1,551件 6.9％ 四国 788件 3.5％
関東 9,885件 43.7％ 九州 1,402件 6.2％
中部 2,961件 13.1％ 沖縄 309件 1.4％
近畿 2,948件 13.0％



下請Gメンヒアリング等において、型取引の保管料が支払われるようになった、支払いが手形から現金になったなどの好事例が見られる
一方、足下でも問題のある事例もあがってきている。

【凡例】○：よい事例、 ▲：問題のある事例、（）内は親事業者の業種/聴取時期

①【価格決定方法の適正化】

▲為替変動や部品価格の値上りなどの価格転嫁を競合相手は要求してこないことを理
由に価格交渉に応じてくれない｡要求すると転注される可能性もある｡（自動車）
▲多くのスーパーは､原材料費が上がっても値上げを認めてくれない｡親事業者は､協力
会社に原価アップ分の一部負担を強いており､利益が出せない状況が続いている｡
（食料品製造業）

○親事業者の方から原材料の値上がりを当社に連絡してくれ、値上げ交渉をすることがで
きる。（自動車）
○2018年まで年1度の原価低減要請があったが､現在は新規受注時に継続期間を勘
案した十分な協議を行っており､合意価格の値下げ要請は無くなった｡（航空宇宙）

○親事業者からの申し出により2019年12月から､｢月末締め､翌月末払い､ファクタリング
(サイト115日)｣から｢100%現金｣となった｡（映像関連機器）
○以前は半金半手(現金50%､手形50%)のサイト120日であったが､親事業者から申
し出が有り､1年前の2020年4月から100%現金払いに改善された｡（輸送用機械器
具製造業）

➁【支払条件の改善】

▲親事業者に対し､支払を手形から現金にするよう要望し､実現したが入金時に一方的
に3%引いて振込まれた｡（印刷業）
▲支払条件が月末締め翌月20日支払いの電子債権サイト180日｡長すぎるので改善し
てほしい。（自動車）

➂【型取引の適正化】

▲15年超の型の保管料､廃棄申請が認められない。未使用の型も保管しており､コストの
しわ寄せが出ている｡（輸送用機械器具製造業）
▲廃棄要請しても親事業者の担当が動かず､要請自体を諦めている｡（自動車）

○昔は廃却申請を出しても廃却可の返事が返ってこなかったが､一昨年(2019年)位から
1週間以内に返事がくるようになった｡取組みの成果だと思われる｡（自動車）
○金型の所有権は自社で小型の1,000型を所有しており､保管費用､廃棄に関する書
面での取り決めはないが､保管費用を負担してもらえるようになり､長期未使用型は親事
業者の了承を得た上で廃棄も認めてもらえるようになった｡（自動車）
○2019年頃から当社から申し出れば親事業者から預かっている金型の廃棄ができるよう
になるとともに､保管料も支払われるようになった｡（電機・情報通信機器）

➃【知財・ノウハウの保護】
○当社の知的財産については、過度な情報提供もなく、当社の要望も盛り込まれた契約
内容になっている。（航空宇宙）
▲当社が親事業者に提供した製品のデータがその親事業者の海外にあるグループ企業に
許可なく転用され、安価な競合品の製造に使用された。一部については当社から働きか
けて止めることができたが、現在も無許可のまま転用が続いている。契約内容を厳しくし
たいが、当社から強く求め過ぎると取引停止の可能性が高いので言えない。（産業機
械）
▲型図面の提出を要求されたが、協力工場のノウハウも含まれているため拒否したところ､
2020年に入ってから受注がなくなった｡（産業機械）

⑤【働き方改革に伴うしわ寄せ防止】
○働き方改革が始まってから休日や夜間の作業を求められることが少なくなり､時間管理が楽になった｡（産業機械）

▲働き方改革施行前は親事業者で実施していた検査等を当社に依頼することが増えた｡業務が増えた分を請求しようとすると､了承はするが他社は無償で実施していると言われ､
当社も無償で実施せざる得ない｡（自動車）

下請Gメンヒアリング等で把握した事例



① 受注企業にも配慮した生産計画！
② 発注の平準化！
③ 納期、納入頻度の適正化！
④ 適正なコスト負担！
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発注者 受注者

発注者 受注者

発注者 受注者

買いたたき01

減額02

悪いけど、

発注した製品について、

代金は変えずに納期を

早めてもらいたい。

短納期対応のために

休日出勤等、追加で

費用が発生してしまうよ。

もらった製造原価計算

資料等を分析すると、

利益率が高いようだから、

値下げに応じられるはず。

自分たちの

努力で

業務を効率化

したのに…

予算が

足りないから、

いつもと同じ代金で

よろしく。

「特急料金」に基づく

対応をしたのに

いつもと同じ代金だなんて。

事例① 短納期発注による買いたたき

発注者は、短納期発注を行い、受注者は休日対応することを余儀なくされ、人件費等のコストが

大幅に増加したにもかかわらず、通常の単価と同一の単価を一方的に定めた。

事例② 業務効率化の果実の摘み取り

発注者は、受注者から社外秘である製造原価計算資料、労務管理関係資料等を提出させ、資料を分析し、

「利益率が高いので値下げに応じられるはず」などと主張し、著しく低い取引対価を一方的に定めた。

事例③ 付加価値の不払

発注者は、書面において短納期発注については「特急料金」を定めていたところ、受注者に対して

短納期発注を行ったにもかかわらず、「予算が足りない」などの理由により、特急料金を支払うことなく、 

通常の代金しか支払わなかった。

「働き方改革」を阻害する不当な行為を

しないよう気を付けましょう！！

（下請法第４条第１項第５号・独占禁止法第２条第９項第５号ハ）

（下請法第４条第１項第３号・独占禁止法第２条第９項第５号ハ）

以下の行為は、下請法や独占禁止法で定める禁止行為に該当する可能性があります。
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発注者 受注者

発注者 受注者

発注者 受注者

不当な給付内容の変更・やり直し03

受領拒否04

不当な経済上の利益提供要請05

今日の配送は

取りやめになった。

3 台のトラックの

待機が無駄になったのに

その費用を

払わないなんて…

納期に

間に合わなかったので、

商品は受け取れません。

よろしく。

納期を短く変更し、

従業員の長時間労働により

納品したのに

身勝手すぎる。

商品発注のために

必要なデータを

当社システムに

入力してくれないかな？

自分たちが

休むためではないか。

しかも

無償だなんて…

事例④ 直前キャンセル

発注者は、受注者に対して運送業務を委託しているところ、特定の荷主の荷物を集荷するために、

毎週特定の曜日に受注者のトラックを数台待機させることを契約で定めていた。当日になって

「今日の配送は取りやめになった」と一方的にキャンセルし、その分の対価を支払わなかった。

事例⑤ 短納期発注による受領拒否

発注者は、発注後、一方的に納期を短く変更し、受注者は従業員による長時間勤務によって対応したが、

その納期までに納入が間に合わず、納入遅れを理由に商品の受領を拒否した。

事例⑥ 働き方改革に向けた取組のしわ寄せ

発注者は、商品の発注に関するデータの自社システムへの入力業務を発注者自ら行うべきであるにも

かかわらず、受注者に対して無償で行わせた。

（下請法第４条第２項第４号・独占禁止法第２条第９項第５号ハ）

（下請法第４条第１項第１号・独占禁止法第２条第９項第５号ハ）

（下請法第４条第２項第３号・独占禁止法第２条第９項第５号ロ）



下請振興法の

「振興基準」とは？

下請振興法の「振興基準」とは？

親事業者と下請事業者の、望ましい取引関係を定めています。

下請法とは異なり、資本金が自己より小さい中小企業者に対して
製造委託等を行う幅広い取引が対象となります。

※「振興基準」:下請中小企業振興法第3条第1項に基づき、経済産業大臣が制定。



親事業者は、「働き方改革」や生産性の向上に

取り組むことが出来るよう、下請事業者への

訪問や面談を欠かさないように心がける。

初めまして
よろしくお願い
致します。

こちらこそ
よろしくお願い
致します。

●親事業者は、継続的な取引を行う下請事業者に対して、安定的な生産が行える

よう長期発注計画を提示し、発注の安定化に努める。

●発注内容を変更するときは、不当なやり直しが生じないよう十分に配慮する。

●取引の停止、又は大幅に減少しようとする場合には、

経営に影響を及ぼさないよう十分な猶予を持って予告する。

親事業者は、原価低減要請をするとき、経済合理性や十分な協議を欠いた要請はしない。

例えば…

●原価低減目標の数値のみを提示する。

●原価低減要請に応じることを発注継続の前提とする。

●文書や記録を残さない（口頭で削減幅を示唆）等

単価決定に関しては
十分に協議して
頂けますか…

今年も5％の
単価引き下げ

頼むよ

●下請事業者は、業務効率化のため、セキュリティ対策をし、

業務の情報化に積極的に取り組んでいくものとする。

●親事業者は、下請事業者の情報化に向けた取組を支援し、

自らも情報化への対応に努めるものとする。

例えば…

●責任者の配備や企業内システムの改善

●電子受発注や電子的な決済等の導入

親事業者と下請事業者は共存共栄！

発注内容は明確にしましょう！

情報化に向けて積極的に対応しましょう！

一方的な原価低減要請は止めましょう！



親事業者は、取引対価の見直し要請があった

場合には、人手不足や最低賃金の引き上げなど

による労務費の上昇について、その影響を反映

するよう協議する。

●下請代金の支払いは可能な限り現金にする。

●手形などによる場合は、割引料を下請事業者に

負担させることがないようにする。

●手形サイトは60日以内とするように努める。

●大企業は率先して、大企業間の取引においても手形払いの

現金化などの支払条件の見直しなどを進める。

●親事業者が型を製造委託した場合、下請事業者に代金を

60日以内に支払う。

●型を下請事業者が保管する場合、代金の支払方法は下請事業者と十分協議し、

一括払いの要望があれば速やかに支払うよう努める。

今後の支払いは
現金払いに

します

ありがとう
ございます

●親事業者、下請事業者ともに下請ガイドラインを守る。親事業者は

下請ガイドラインの内容に即して、マニュアルや社内ルールを整備し、

自社の調達において徹底させる。

●業界団体は、サプライチェーン全体の「取引適正化」と「付加価値向上」を

図るため、自主行動計画を策定する。親事業者はそれに積極的に協力する。

※令和3年8月末時点で、自動車、素形材、機械製造、航空宇宙、繊維、電機・情報通信機器、

情報サービス・ソフトウェア、流通、建材・住宅設備、紙・加工、金属、化学、警備、放送

コンテンツ、トラック運送、建設、金融の17業種51団体が自主行動計画を策定・公表。

社内マニュアル

自主行動計画

下請ガイドライン

●型の製造や型を用いた製品や部品等の製造を委託するときは、

「型取引の適正化推進協議会報告書」を踏まえ、双方で十分に協議し、

下請事業者に不利益が及ばないようにする。

●「型の取扱いに関する覚書」を利用するなどして取引条件を明確にする。

●型を製造委託したときは、型の引き渡し前までに代金を一括で支払う。

●不要な型は、速やかに廃棄又は返却し、保管させる場合は、費用を支払う。

対価には、労務費が上昇した影響を反映しましょう！

業界で自主行動計画を作り、親事業者は積極的に協力しましょう！

支払いは現金！手形の場合、親事業者が割引料の負担をしましょう！

金型・木型などの型取引の適正化に努めましょう！



〈本件に関する問い合わせ先〉中小企業庁 取引課 TEL 03-3501-1669

取引条件改善に向けた取組みについてはコチラ 未来志向型の取引慣行に向けて 検索

●やむを得ず短納期発注や急な仕様変更などを行う場合には、

残業代等の適正なコストは親事業者が負担する。

●親事業者は、下請事業者の「働き方改革」を阻害する不利益

となるような取引や要請は行わない。

●下請事業者の円滑な事業承継実施に向けて、経営改善支援、後継者の育成、

引継先のマッチング支援など積極的な役割を果たすこと。

●下請事業者も事業承継計画の策定など、事業継続に向けた計画的な取組を行う。

例えば…

●無理な短納期発注への納期遅れを理由とした受領拒否や減額

●納期や工期の過度な年度末集中

●自然現象による災害など緊急事態の発生により、サプライチェーンが

寸断されることがないように、連携して事業継続計画（BCP）の策定 や

事業継続マネジメント（BCM）の実施に努める。

天災等が発生した場合…

●下請事業者は速やかに被害状況を親事業者に知らせる。

●親事業者は天災等発生後、下請事業者の被害状況を確認して、一方的な

負担を押し付けることがないように注意する。

●親事業者は被害を受けた下請事業者が事業活動の維持又は再開する場合、

出来る限り取引関係の継続や優先的な発注など配慮する。

知財・ノウハウ等の取引の適正化に努めましょう！

●親事業者は、契約上知り得た下請事業者の知的財産権等の取扱いに関して、

下請事業者に損失を与えることのないよう、十分な配慮を行うものとする。

●知的財産の取引の適正化のため、「知的財産取引に関するガイドライン」や

付属資料「契約書ひな形」に基づいて取引を行う。

ありがとうございます

より良い労働環境を
目指して頑張ります

無理な発注の
ないように

心がけますよ

天災は
いつ起きるか
分かりません

迅速な
情報の共有を
心がけます！

天災等緊急事態に備え、災害時には協力して行動しましょう！

親事業者も下請事業者も共に「働き方改革」に取り組みましょう！

親事業者は下請事業者の「事業承継」に協力しましょう！
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